




1.調査の目的

　このリサーチクェスチョンは昨年度から引き続いたものであり、すでにケーススタディ

の聞き取り、アンケート調査(試験調査)によって、女性の更年期における自覚症状が、40

代、50 代、60 代によって大きく異なることが明らかにされている。

　また、更年期女性の家族関係、就業上の問題点など、社会的背景と自覚症状の相関関係

が、昨年度の調査結果から浮かび上がってきている。

　昨年度の試験調査では、調査対象の就業上の地位は、専業主婦とパートが多く、フルタ

イムで働く女性、働きつづけた女性が更年期に直面する問題は必ずしも明確でなかった。

本格的少子・高齢社会を迎え、国民経済の上からも、それぞれの家計の要請からも、そし

て何よりも個人として女性の自立と社会参加の願いからも、21 世紀は、中高年女性の労

働力化がすすまざるを得ない。日本型女子労働力率のいわゆる M字型もこのところ底上げ

がすすみ、中年層になるほど就業率が増えている。再就職は日本の既婚有子女性の就業パ

ターンの 1つとして定着、末子年齢 0～3歳においては 3割を切る(29.0%)就業率が、13～

14 歳となると 7割を越す(71.8%)勢いである。(総務庁・労働力調査特別調査・ 1994)

　最近の均等法改正、育児・介護休業制度の本格的導入、少子化対策を含めての働く母親

の支援策は、一方で女性の生涯の就労継続をすすめるであろう。そこへ末子の成長と共に

再就職組が加わるから、日本女性の少なくとも過半数は「働く女性」として更年期を迎え

ることになる。職場の労働環境、人事管理、保健対策の視野に、更年期女性対策を織り込

むことは緊急の課題の 1つであろう。

　職場で働く女性の大半を若年・未婚が占めた時代、OL(オフィス・レディ)とうことばが

生まれた。労働組合の婦人部(現在は女性部)活動では、生理休暇取得から始まって、産休、

育休、保育所づくりと、妊娠・出産・育児期までしか対象にしていなかった。これからは、

働く中高年女性の時代である。その対策を的確に打ち出すためにも、職場で働く女性の更

年期の実態を明らかにする研究をすすめる必要がある。　本研究のリサーチクェスチョン

(1)においては、上記の問題意識のもと、職業をもつ女性に的を絞り、「働く女性の更年期」

を就業形態別に比較検討し分析したものである。


